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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　要約
　1990年代において日米経済はマクロ経済の供給サイドでIT革新の恩恵に浴してきたと思われるが、本稿では新
古典派経済成長理論を用い、特に1990年代後半においてIT資本が経済成長に対し、どのような影響を与えてきた
のかを実証的に分析した。その結果、日本経済は皿資本の経済成長への弾性値が米国経済に比べて小さいものの、
IT資本ストックは経済成長に大きく貢献しており、ソロー残差は1990年代に上昇傾向が見られることが明らかに
なった。しかし、1次同次の仮定をはずしていることなどから推定結果には問題があり、IT関連統計の充実とも
に再検討の余地は十分にある。米国経済でもやはりIT資本の経済成長への貢献を確認できたが、ソロー残差につ
いては1990年代後半における顕著な上昇は確認できなかった。
1．はじめに
　本稿の目的は、日米経済が経験したIT（情報技術）革新が1990年代後半におけるそれぞれ
のマクロ経済成長とソロー残差に対してどのような影響を及ぼしてきたのかを実証的に分析
することである。
　1990年代半ばから長期にわたって景気拡大を享受してきた米国経済であるが、それをもた
らした大きな要因の1つと考えられているいわゆる「ITバブル」がすでに消滅し、グローバル
な経済の相互依存の高まりから2001年後半以降、世界同時不況の様相を呈していると言って
もよいだろう。しかしこれで「IT革命」あるいは「IT革新」の時代は終わった、今更IT投資
などしてももう遅いと結論付けてよいものであろうか。
　たしかに米国経済の長期的繁栄をもたらしたのはIT投資であった。民間企業は、特に1990
年代半ば以降、旺盛なIT投資を行ってきた。IT投資があたかも特別な投資であるかのように
解釈さ杵ることがあるが、清野も言うように一、これはマクロ経済を構成する一要素である民
間投資が増加したに過ぎないとの見方もできる。ケインズ経済学的観点から見れば、これが
1清野（2001）、15頁。
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総需要を拡大させ、IT生産企業およびIT利用企業の雇用増、所得増へと結びつき、さらにこ
れが個人消費を増やし…というように乗数効果をもたらしたといえるであろうし、事実、最
近まで続いた米国経済の繁栄は需要サイドによる効果がほとんどで、供給サイドの効果はIT
産業以外においてはほとんど見られないとの主張も見られる2。しかし、本当に供給サイドか
らの効果はほとんどなかったと結論付けてよいのであろうか。
　IT投資の効果についてはタイム・ラグが存在すると考えられる。特に米国経済でIT投資が
大幅に増加したのは1990年代半ばから後半にかけてである。したがって、それが持つネッ’ト
ワ』ク効果や人間の学習効果が生産性や経済成長への寄与となって現れてくるのも1990年代
末あたりからではないかと考えられる。とすれば、これまで多くの経済学者によって用いら
れてきた1990年代半ば程度までの統計では正確には計測できないのではないであろうか。米
国の「ITバブル」が消滅したこと一を否定するつもりはない。しかしながら、あたかもそれで
IT投資の果たす役割が終わったかのように捉えてよいものであろうか。本稿は1990年代半ば
以降のIT投資がタイム・ラグをおき、1990年代末になってようやく生産性や経済成長への効
果となって現れてきているのではないかとの仮説のもとに、日本及び米国のデータを用いて
実証的に検証し、比較を行う。
　また、以下でも述べるが、日本についてもIT資本の経済効果を実証的に明らかにしている
研究はある。しかしながら、1つの重要な問題として、国民経済計算におけるGDP算出の基準
が改訂されたことの影響がある。つまり、これまでのSNA基準では「中間消費」として扱わ
れていた受注型のコンピュータソフトウェアが新基準では投資として扱われるようになり、
GDPの一部として計算されるようになったのである。過去の研究事例では旧基準であったた
めに、ソフトウェアの影響が含まれずに分析されていて、正確性に若干欠けていた。米国経・
済は「生産性パラドクス」を克服したとの実証分析が最近では多く見られるし、実際に米国
政府もこれを認めているが、それもソフトウェアをGDPの一部にカウントするようになった
ことが大きいと言われている。
　よって、本稿では新たにGDP算出の一部として扱われるようになったソフトウェアを含む
場合に、日本経済においてIT資本はマクロ経済効果を有するのかどうかをも検証することと
したい。
2松本（2001）は1990年代の米国経済の好調は主に資産効果に基づく需要面の効果によるものであって、供給面
（生産構造面）の効果はそれほど大きいものとは言えないということを実証的に明らかにしている。
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2．「ニュー・エコノミー論」と「生産性パラドクス」
2．1内生的経済成長論と「ニュー・エコノミー論」
一マクロ経済学の世界では1980年代後半にRomerやLucasらによって、収穫逓減、完全競争、
外生的技術進歩を前提とする新古典派成長理論とは異なる内生的経済成長論が登場した。こ
れは収穫逓増、不完全競争、技術革新の内生化を前提とするものであり、情報技術革新の知
識・アイデアといったものを経済成長の主な要因と考える。
　情報社会ではアイデアがアイデアを生み出す世界であり、したがって技術革新は内生的な
ものである。しかも情報社会では収穫逓増が当てはまる。たとえば、巨大なコストをかけて
ソフトウェアを開発したとしても、追加的生産にかかるコストはそれをコピーするだけなの
で低下していく3。
　しかし、一般的に「ニュー・エコノミー論」と言う時にはより広範な意味を持つこととな
る。これ以外にも「ニュー・エコノミー論」の議論としては以下のような議論を挙げること
ができ、これらについては経済学者やビジネス界などで支持派と否定派に分かれる4。
①景気循環の波が消滅
②種々の要因により生産性が上昇
③潜在成長率の上昇
④低インフレと高成長の両立
⑤グローバリゼーションとIT革新による米国経済の体質変化
　はたして米国経済は巷間でささやかれているような「ニュー・エコノミー」の時代を迎え
たのであろうか。
2．21丁革新の需要サイド・供給サイドヘの影響
　1990年代半ばから後半にかけての景気拡大とIT革新を結び付ける考え方は様々な観点から
述べられていることが多い。ともすれば、IT投資やIT革新といったものがどのように経済成
長にプラスの効果を与えたのかについて経済理論を無視したような、かなり感覚的な議論も
少なくない。ここでIT革新が米国経済に対して需要サイドと供給サイドに分けてそれぞれに
与えた影響をまとめておこう。
3熊坂・峰滝（2001）、36頁。
4「ニュー・エコノミー論」への批判及び擁護については谷口（2000）、第7章「3
詳しくまとめられている。
ニュー・エコノミー論争」に　」
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　まず需要サイドに対する影響であるが、民間企業部門がコンピュータやソフトウェアなど
のITに旺盛な投資を見せたことが1990年代半ば以降の景気拡大を牽引したことは間違いない。
つまり、民間企業の投資増が総需要拡大効果となって現れ、それが経済成長、そして雇用者
とその所得の増加をもたらした。各国との成長率格差と日米及び日欧の金利格差がグローバ
ル・マネーを米国市場に流入させるとともに、企業のIT投資がIT関連企業の株価を引き上げ、
これが家計の資産効果となり、所得の増加とあいまって個人消費の増加につながらたと考え
ることができる。松本（2000）は1990年代半ば以降の米国経済の好調はほとんどこの投資増と
資産効果という需要サイドの要因で説明できるとしているし、Boswo血㎜d　Trip1ett（2000）も
1991年では家計の純資産が可処分所得のえ9倍から1999年には6．4倍にまで達したことも挙げ5、
需要サイドからの経済効果を述べている。
　では供給サイドヘの影響はなかったのであろうか。需要サイドヘの経済効果については簡
単に確認できるし、説得力のあるものであるが、こと供給サイドヘの影響となるとそう簡単
にはいかない』特にITが企業を中心に社会に普及しているにもかかわらず、それが生産性の
上昇へと結びついているかどうかについては経済学者によっても賛成派と否定派に分かれる。
2I3「生産性パラドクス」
　1970年代あたりから米国経済は様々な原因から生産性が停滞していたが、MIT（マサチュ
ーセッツエ科大学）のSo1ow教授の有名な“We　c㎜see　the　computer　age　eve町where　but　in　the
productivity　statistics．”（我々はどこでもコンピュータを目にすることができる。ただし、生産
性に関する統計を除いては。）という言葉は、1990年代の米国経済にいわゆる「生産性パラド
クス」論争を巻き起こすこととなった。もう少しわかりやすく説明すれば、米国経済ではあ
らゆるところでコンピュータやソフトウェアのような非常に便利な技術が導入されており、
実際に非常に効率的に仕事ができるようになっていると実感してはいるのに、なぜか政府の
発表する労働の効率性を表す指標では大幅な上昇は確認できないということである。今川
（2001）の言葉を借りて一言で言えば、統計上は「IT投資に精を出しても効果がない」という
表現になるであろう6．
　IT資本（ストック）が生産性を上昇させると考えられる経路について簡単にまとめておこ
5Boswo“h　md　Trip1e血（2000），p．30
6今川（2001）、22頁。
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う7．IT資本（ストック）が普及すればそれ自体が労働と代替され、他の資本設備や労働力と
のシナジー効果を持つと考えられる。具体的には情報伝達の迅速化や情報の共有を通じた人
員管理、在庫管理に関わる問接コストを抑制するし、組織の効率化や意思決定のスピード化
をもたらす。技能の高い労働力を生み出すと同時に生産性の低い労働力を代替する効果を持
つ。また、「ネットワーク外部性」を発揮することで経済全体の生産性上昇に貢献するとも考
えられる。
　ではなぜIT投資の効果は労働生産性の上昇になって現れてこないのであろうか。これを説
明する代表的な仮説を挙げておこう8。
①IT資本ストックが全資本ストックに占める割合が小さい
　OIiner　and　Siche1（1994）はコンピュータ及び周辺機器の減価償却率が大きく、したがって
他の投資とは違っ亡ストックとしての累積が小さいため、いくら急速にIT投資が行われても
経済の生産性を押し上げるほどの効果を持たないと主張する。
　非IT資本ストックに対するIT資本ストックの割合はたしかに1980年代から1990年代半ばま
では10％前後である。しかし、1990年代半ばから後半にかけては次第にその割合を大きくし、
15％を超えるほどになっており、必ずしも割合が小さいとはいえない9。しかもSo1ow教授が
述べた「生産性」が全要素生産性であるならば、この説明は妥当性を欠く。
②IT革新の波及効果にはタイム・ラグが存在する
　David（i990）は電力普及の事例などから、新技術が発明され、それが社会に浸透し、生産
性を上昇させるまでには時間がかかり、ITについても同じことが言えると主張する。1990年
代以降に見られたITの普及の早さは多くの人が知るところであり、社会への浸透に時間がか
かるという点は当てはまらないように思われるが、説得力のある仮説である。
　そのほか、ITを使いこなせるようになるまでは時間がかかるし、仕事を効率的にできるよ
うになった反面、パソコンにインストールされているゲームで遊んだり、インターネットに
接続して仕事とは関係のない情報を検索したり、電子メールで談笑したりする時間も増えて
いるので、コンピュータはそれほど効率的ではないとする仮説や、①の仮説を補完するもの
として労働生産性の上昇を様々な他の要因が相殺しているという相殺要因仮説などがある。
7斎藤（2000）、10－11頁。
8「生産性パラドクス」の説明はMur北a皿卒（1997）
を参照せよ。
9熊坂・峰滝（2001）、43頁。
、関下・坂井（2000）、谷口（2000）、熊坂・峰滝（2001プなど
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　では、IT資本は経済成長や労働生産性に期待されているほどのプラスの効果をもらたさな
いのであろうか。また、米国経済に大きな影響を与えなかったのであろうか。
2．4「生産性パラドクス」に関する過去の研究事例
（1）米国経済に関する研究事例
　はたして米国経済は「生産性パラドックス」を克服したのであろうか。あるいはIT投資は
米国経済の労働生産性を上昇させる（上昇させてきた）のであろうか。このような疑問に対
し、多くの経済学者が新古典派成長理論を応用し、実証分析を行なっている。
　まずは「生産性」が「労働生産性」を意味するものとしよう。先行研究でしばしば用いら
れている推定式は主に、
　V＝AK。口KiβLγ　（2－1）
を変形した
ト・（午ゾβ（則β（ム・）
の両辺の対数をとり推定するものであるm。ここでVは付加価値、Lは労働、koはIT以外の資
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ki本ストック、KiはIT資本ストックである。したが？てτは設備の情報化率を表している。
図表2．1米国におけるlT資本ストックの労働生産性上昇効果
被説明変数11η（V／L）
推計期間
説明変数
定数項
1η（Ko／L）
1η（Ki／Ko）
α
adj．R2
DW
篠崎推定・
1979－1994年
池田推定
1968－1996年
推定係数　　t値　　推定係数　　t値
6．22　　　　　3119
0．413　　　　2，35
0．120　　　　　5．39
0．293
0，98
1I3
O．315　　　　3．990
0．520　　　　　2．209
0．232　　　　13．652
O．288
0．987
0．739
（出所）篠崎（1999）、117頁。池田（1999）、95頁。
1O推定式の導出はここでは省略する。篠崎（1999）を参照せよ。
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　篠崎（1999）及び池田（1999）の推定結果は図表2．1に示されている。それを見ると、
（α・β）については篠崎は・．・1・（・値：・．・・）、池剛ま・．…（同・．・・。）である。’またI。資本
ストックがそれ以外の資本ストックに占める割合を表す設備の情報化率が1％上昇すれば労働
生産性が何％上昇するかを示すβは、篠崎の推定では0，120（t値15．39）、池田の推定では
O．232（t値：13，652）である。βはまたIT資本ストックの経済成長に対する弾性値であるか
ら、IT資本ストック1％の増加がぞれぞれの推定結果からO．120％（篠崎）及びO．232％（池田）
だけ経済を成長させるということもわかる。斎藤（2000）の推定式は2人のそれとは若干異な
るが、概ね2人の推定結果を支持するものであり、やはりIT資本が労働生産性と経済成長の上
昇をもたらすとの分析結果が示されている。
　設備の情報化率では、IT資本ストックが何％労働生産性を上昇させるのかが不明である。．
篠崎は推定式を変え、KoとLについての一次同次の仮定をおき、
士一・（刊α・iγ（τ・）
を導出して（2－3）式の両辺の対数をとってIT資本ストックの労働生産性への影響を直接推定
している。その結果、IT資本ストックが1％増加すると、労働生産性は0．1％上昇することが
実証されている11。
　次に「生産性」を「全要素生産性（ソロー残差）」12として考えた場合の研究事例を見よう。
IT資本及び全要素生産性が経済成長に対してどのような影響を及ぼし、特に1990年代後半に
両者が経済成長にどれくらいの貢献をしてきたかを分析する際にしばしば用いられる手法が
成長会計による分析である。これは経済成長の源泉を主にIT資本、IT以外の資本、労働、全
要素生産性に分類してそれぞれの経済成長への寄与を数量的に明らかにするものである13。
　米国におけるIT資本の総産出高成長に対する貢献度を分析している代表的な論文の一つが
o1inerandSiche1（1993）である。彼らは1970年から1992年までの米国のデータを用いて、コ
ンピューターハードウェア、つまりIT資本が米国経済の成長に対してどれだけの貢献をしてき
たのか牢推計した。彼らの推計結果により、IT資本の総産出高成長への寄与率は、①1970年
11篠崎（1999）、121頁。
12全要素生産性（多要素生産性）とソロー残差についての違いは中島（2001）、「第2章・補論A　ソロー残差と
　丁冊」を参照せよ。
13成長会計による分析の理論的フレームワークはO1inermdSiche1（1993）や松平（1997）を参照せよ。
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から1992年までを分析対象期間とした場合には0．31％ポイント、②1970年から1979年までを
分析対象期間した場合には0．25％ポイント、③1980年から1992年までを分析対象期間とした
場合には0．35％ポイントと②の期問に比べて上昇することが実証された。そして結論の一つ
としてコンピ平一タ・ハードウェアの総産出高成長に対する貢献は1970年から1992年までの間
では小さく、コンピュータは総産出高成長にはほとんど貢献しないと述べられている。また
多要素生産性についてみると、①の期間ではO．67、②及び③の期問ではそれぞれO．99，0．42と
なっており、1970年代と1980年代を境目にして多要素生産性が低下してきたことが明らかに
されている。
　しかしIT投資が経済成長にまで結びつくには上で述べたようにタイム・ラグが存在する可
能性があり、もしこれが事実であるとすれば、特に1980年代以降に行なわれた旺盛なIT投資
がマクロ経済成長をもたらしたかどうかは1980年から1992年までのデータでは把握できない
可能性がある。しかも米国経済においてIT投資は1990年代において加速度的に増加した。
　実際、01iner㎝dSiche1は2000年に出された論文で1991－95年と1996－99年までのIT資本の経済
成長への貢献について大きな違いを明らかにレている。企業部門（非農業部門）の実質総産
出高は、前者の期間については平均年率2．82％、うちIT資本の寄与率は約0．54％ポイントであ
ったが、後者の期問については実質総産出高の年平均成長率が4．90％、うちIT資本の寄与率
は1．08％ポイントであった。つまり、1990年代前半においてのIT資本の寄与度が19．1％であっ
たのに対して1990年代後半においてその寄与率は22．4％まで伸びていることから、IT資本は
1990年代後半になって経済成長への貢献を増大させたとしている。
　さらには、J。。g．n．on　and　Sti．oh（2000）は①1959－73年、②1973－90年、③1990－95年、④
1995－98年の4期間に分けたときに、米国の民間部門成長率にIT資本（コンピュータ、ソフト
ウェア、通信機器）余与えた寄与率はそれぞれ①1，435、②1，157、③O．908、④1，612であり、
1990年代後半になってからの寄与が1990年代前半やそれ以前よりも上回っていることを明ら
かにしている。同時に、全要素生産性の寄与率はそれぞれの期間において①1，009、②0，330、
③0，356、④O．987となっており、やはり1990年代後半での非常に大きな寄与を明らかにしてい
る。これらは米国経済の1990年代後半以降におけるIT革新を実証している。
　IT投資とソロー残差に現れる技術進歩が経済成長に対してどのような影響及ぼすかを分析
する際にもしばしば新古典派成長理論をべ一スにしたコブ＝ダグラス型生産関数（2－1）式が
用いられる。
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　熊坂・峰滝（2001）は技術進歩が体化していないケースと技術進歩が体化しているケース
とに分けて簡単なコブ・ダグラス型生産関数を推定することによりIT資本ストックのマクロ
経済成長への影響を実証的に分析している14。
図表2．2米国における1T資本ストックのマクロ経済成長への影響（熊坂・峰滝推定）
被説明変数：1hGDP，推定期間1968－1996年
　　　説明変数
　　　　定数項
　　　　1ηKlT
　　　　1ηKOT
　　　D＊1ηKOT
　　　　1ηL
　　　ad工R2
　　　　DW
ARo＝ρ＊AR1
ρ＝O．67793，tイ直：4．4
推定係数
2．54110
0．14149
0．25828
－0．0◎128
0．53376
0，99
2．14
t値
6．8
4．6
2．9
1．6
2．6
（出所）熊坂・峰滝（2001）、52頁。Dは1974－82年を1、それ以外を0とするダミー変数。
（注）1nは自然対数を現す。
　まず技術進歩が体化していないケースでは、メモリー・チップ価格の逆数をタイム・トレ
ンドとして用いた場合、技術進歩が1・要因とすれば、1・要因による技術進歩とI。資本ストツ
クの経済成長への寄与率の合計は1980年代の景気拡大期（1983－89年）における20％ポイント
から1990年代の景気拡大期（1991－96年）における51％ポイントにまで大きく拡大しており、
IT革新が米国経済にもたらしたインパクトの大きさを知ることができる。この推定結果から
ソロー残差を算出することができるが、それは必ずしも右上がりに上昇しているとは言えな
いことがわかる15。
　また、技術進歩が体化したケースでも、IT資本ストックの寄与率は19％ポイントから30％
ポイントまで拡大していることが明らかにされている。逆にIT以外の資本ストックの寄与率
が・・％から1・％にまで低下しており、これからも・・革新の春済成長への寄与の大きさを知る
ことができる。
14熊坂・峰滝（2001）、第4章を参照せよ。
15熊坂・峰滝（2001）、54頁、グラフ4．1を参照せよ。
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（2）日本経済に関する研究事例
　上では米国経済についてIT資本と経済成長や様々な生産性への影響を見てきたが、日本経一
済についてはどうだろうか。ここでは日本経済に関する過去の研究事例から代表的な分析結
果をまとめて示しておこう。
まずは「生産性」を「労働生産性」と解釈する研究事例を示す。日本経済において皿投資が
労働生産性を上昇させるのかについては日本開発銀行（1995）あるいは篠崎（1999）の精力
的な研尭が有名である。篠崎の推定は基本的に日本開発銀行と同じであるが、推定期間がよ
り長い後者をここでは研究事例として用いることとする。また、Mur北ami（1997）も1980－95
年のデータを用いて（2－2）式を推定している16。
図表2．3日本におけるlT資本ストックの労働生産性上昇効果
被説明変数11η（V／L）
推計期間、
説明変数
定数項
1η（Ko／L）
1η（Ki／Ko）
α
adj．R2
DW
篠崎推定
1974－1996年
推定係数　　t値
Murakami推定
1980－1995年
推定係数　　　　t値
2．118　　　　10．76　　　　－1．26045　　　　　－27．140
0．466　　　　17，20　　　　0．60319　　　　　14I33
0．114　　　　3，44　　　　0．04985　　　　　2．56
0．352
O．99
1．61
O．55334
0．99285
　N．A．
（出所）篠崎（1999）、117頁。Murakami（1997）、15頁。
　篠崎（1999）の推定結果は図表2．3に示されている。この推定結果から示唆されることは、
資本情報化率が1％上昇すれば労働生産性はO．114％上昇するということ、したがってIT資本
ストック1％の増加は0，114％の経済成長をもたらすことである。しかも労働生産性の要因分
解を行った結果、Ki／Koは1983～85年では年率でo．57％、1986～92年では同0．87％、1993～96
年では同O．57％労働生産性を上昇させたことが示されている。つまり’、日本経済全体でみれ
ばIT投資は労働生産性を上昇させるとの仮説を支持する結果となっている。同様にMurakami
の推定結果も図表2．3に示されており、やはり設備の情報化率は労働生産性を、IT資本ストッ
クは経済成長率をわずかではあるが上昇させることがわかる。また篠崎（1999）は（2－3）式
16この他、日本のIT資本と労働生産性の関係については李（1998）が産業別にクロスセクション分析とパネル
　分析を行っている。李の分析結果も含め、それ以外の分析結果については安藤（2000）にまとめられている。
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の推定により、IT資本ストックが1％増加したときに労働生産性は0．108％上昇することを示
してもいる。
　日本経済についての最近の牙析結果としては峰滝（2001）がある。そこでは産業別のデー
タを用い、同様のコブ・ダグラス型生産関数を想定することから始めているが、ソフトウェ
アの外部効果（S）をも加えて推定している点が斬新である。米国のGDP統計が改訂されたの
を受け、日本でも新SNAにおいてもこれまで中間投入として扱われていたソフトウェアを
GDPにカウントするようになった。とれはコンピュータのようなハードウェアだけでなく、
ソフトウェアも経済成長に貢献しているとの認識の変化である。つまり、それだけソフトウ
ェアの経済への重要性が増してきているということであるが、峰滝の実証分析はそれを反映
するものである。その推定結果では、食料晶産業と窯業・土石業を除けば、当該産業のソフ
トウェア資本を全産業のそれから差し引いた他産業のソフトウェア資本の合計であるSが各産
業の労働生産性上昇をもたらすことが示されており、ソフトウェアの重要性が浮き彫りにさ
れることとなった。
　次に「生産性」を「全要素生産性」と解釈する研究事例を示す。
図表2．41丁資本の経済成長への貢献（目本）
1974－1993年　　1974－1979年　　1984－1992年
GDP成長率
成長寄与度と寄与率
　1丁資本投入
　非1丁資本投入
　労働投入
　多要素生産性
所得分配率
　1丁資本投入
　非1丁資本投入
　労働投入
投入高の成長率
　1丁資本投入
　非1丁資本投入
　労働投入
3．40 3．29 3．51
0．38（11．29）　O．30（9．25）’0．46（13．20）
1．77（52．10）　0．84（55．37）　1．72（49，03）
0．27（8．04）　O，95（12．79）　0．13（3．57）
0．97（28．58）　0．67（22．59）　1．20（34．19）
3．39
28I09
67．79
9，78
6，43
0．41
3．14
28．83
67．33
9，35
6，32
0．61
3．65
27．35
68．24
10，39
6，54
0．21
（出所）松平（1997）、32頁、図表8。
（注）単位は％。
　成長会計による分析では、松平（1997）が01iner　and　Siche1（1993）と同様の成長会計に基
づく分析手法及びデータを用いて日本のIT資本の経済成長への寄与率及び寄与度を求め、米
一81一
国と比較している。その結果は図表2．4に示されている。日本の場合、期間を1974年から1993
年までとした場合、IT資本の実質経済成長率に対する寄与率は0．38％ポイントであった。ま
た寄与度は11．3％であった。これは1970年から1992年までの米国の寄与率O．31％ポイント及び
寄与度11．2％を上回っている。しかし、期問を1974年から1979年と1984年から1993年に分け
た場合、ほぼ70年代に相当する前者では日本の舎与率o．30％ポイント、寄与度9．25％は米国の
それぞれO．25％ポイント、7．31％を上回っていたものの、80年代のほぼ相当する後者の期間に
なると寄与率では日本のO．46％ポイントが米国のO．35％ポイントをやはり上回っているもの
の、寄与度では日本の13．20％を米国の15．42％が上回っており、ITと他の投入物の相対的な重
要性が逆転していることがわかる。
　松平の分析結果についても1990年代後半g重要な期間が不足しており、この期間における
IT資本の経済成長への効果を見ることができない。峰滝（2001）は1986－90年、1991－95年、
1996－98年の3つの期間に分け、産業別にITハードウェア（電子計算機器関連）、ITハードウェ
ア（電子通信機器関連）、ITソフトウェアなどが経済成長率に対してどの程度寄与しているの
かを実証的に分析している。そこでは、特に1990年代後半に注目し、ハードウェア（電子計
算機器関連）については精密機械、電気機械、化学工業においてハードウェア（電子通信機
器関連）は輸送機械、一次金属、電気機械において、そしてソフトウェアについては電気機
械、精密機械、化学工業において顕著な寄与が見られることを明らかにしている。
　新古典派成長理論を用いた実証分析としては佐々木（1996）がある。熊坂・峰滝と同様の
分析とは若干の違いはあるものの、その推定結果からはやはりIT資本ストック1％の増加が
0．13％程度の経済成長に貢献することが明らかにされている17。
　その他、『平成13年版　情報通信白書』の第1章第2節にも1978－99年のデータを用いてコ
ブ：ダグラス型生産関数に基づく推定式を計測し、IT資本ストックの経済成長への弾性値が
0，101（t値：3，980）であることが示されている’8。その弾性値をもとにIT資本ストック、IT
以外の一般資本スートック、労働、その他の要因の寄与率を算出し、IT資本ストックが経済成
長に対し大きな貢献をしていることが示されている。特に1995－99年の期間については、IT資
本以外の一般資本ストックの寄与率が56．6％ポイントにとどまっているのに対してIT資本ス
トックの寄与率は100．8％ポイントにも達している。
17佐々木（1996）、21頁。
18総務省編『平成13年版　情報通信白書』、46頁、（注1）。
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3．本稿で用いる生産関数とその推定結果
3．1生産関数
　ここで用いる生産関数は多くの先行研究において用いられており、最も一般的と言って良
いと思われる新古典派経済成長理論をべ一スにしたコブ：ダグラス型生産関数である。具体
的には
　GDP＝A・KIT㌔KOTβ・Lγ　　（3－1）
ここで
　GDP：実質国内総生産
　㎜T：IT資本ストック（稼働率修正後）
　KOT：IT以外の資本ストック（稼働率修正後）
　L：時間単位で測った労働投入量（就業者数X労働時間）
であり、（3－1）式の両辺の対数をとり，援乱項を加えて推定している。なお、推定にあたっ
ては米国は1996年連鎖価格、日本は新SNA基準による1995年価格を用いており、計量経済学
ソフトウェアとして東洋経済新報社『Economatト2000』で推定した。また熊坂・峰滝と同様
に収穫一定の家庭は設けなかった。
3．2推定結果
（1）米国
表3．1米国における1T資本ストックのマクロ経済成長への影響
被説明変数11hGDP，推定期間1980－1999年，推定方法10LS
推定結果
説明変数
　定数項
　　1ηL
　　1ηK1T
D9399＊1ηKlT
　1ηKOT
　　Trend
R2
S
DW
推定係数　　　　t値
2．48340
0．172773
0．320395
－0．002618
0．113307
0．013947
0．9992
0．005
1，621
1，30
1，03
4．51
－4，47
2．51
11．70
（注1）統計データの出所は“Economic　Repoけofthe　Presidednt，January2001’’。
（注2）1ηは自然対数，D9399は1993－99年を1，それ以外をOとするダミー変数。
　R2は決定係数，sは標準誤差，DWはダービン・ワトソン比。
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　なお米国の推定に際しては、1993年から1999年までを1，それ以外を0とするダミー変数を
血㎜Tの係数ダミーとして加えている。これはクリントン政権下での変化を考慮したものである。
　労働投入のt値が低いことを除けば、ほぼ満足のゆく結果と言える。IT資本ストックの経
済成長への弾性値は約0，320であり、IT以外の資本ストックの弾性値よりもかなり大きいこと
がわかる。クリントン政権下でIT資本ストックの弾性値が上昇したのではないかと予想した
が、むしろ若干の低下が見られる。
（2）日本
表3．2日本におけるlT資本ストックのマクロ経済成長への影響
被説明変数：1ηGDP，推定期間1980－1999年，推定方法：OLS
推計結果
説明変数
　定数項
　　1ηL
　　1ηKlT
D9599＊1ηKlT
　1ηKOT
R2
S
DW
推定係数　　　　t値
8．57406　　　　　　4．12
＿0．313863　　　　　＿1I91
0．071333　　　　　　2．52
－O．O02070　　　　　　＿2，73
0．429352　　　　　　5I29
0．9959
0．012
1．131
（注1）統計データの出所は東洋経済新報社『週刊東洋経済2001臨時増刊ノDATA　BANl〈経済統計年鑑2001』、総務省編『平
　成13年版　情報通信自書』。
（注2）1ηは自然対数，Dは1995－99年を1，それ以外をOとするダミー変数。R2は決定係数，sは標準誤差，DWはダービン・
　　ワトソン比。
　なお、日本については1995年から1999年までを1，それ以外をoとするダミー変数を止㎜Tの
係数ダミーとして加えて推定している。これは90年代後半におけるIT資本ストックの経済成
長への効果に変化があるものと予想しての三とである。推定結果について吟味すれば、労働
投入の符号条件がみたされていない点が問題である。これは推定期問が新SNAへの変更に伴
い短くなったこと、あるいは1次同次の仮定をはずしてあることや80年代以降、技術進歩や労
働時間の短縮から労働投入がマイナスになることが多くなったことの影響と思われる。90年
代後半はむしろIT資本ストックの弾性値は低下している。米国との大きな違いはIT資本スト
ック及びIT以外の資本ストックの弾性値が前者については小さく、後者については大きいこ
とである。このあたりは日本経済がまだIT革新への転換が不十分であることの一つの現れか
もしれない。
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4．結論
　本節では第3節の推定結果をもとに日米両国におけるソロー残差の動向及びIT資本ストック
の経済成長への寄与率ならびに寄与度について吟味し、90年代後半におけるIT投資のマクロ
経済に対する効果に関する結論を導く。
2．505
　2．5
2．495
2I49
2．485
2，48
2．475
2，47
2．465
2．46
1981　1983　1985　1987　1989　1991　1993　1995　1997　1999
　　　　　　　　　　　　　年
麗翻ソロー残差（左目盛）十ソロー残差上昇率（右目盛）
図表4．2各投入要素の経済成長に対する平均寄与率及び平均寄与度（米国）
経済成長率（％）
寄与率（％ポイント）
労働
1丁資本ストック
lT以外の資本ストック
タイムトレンド
経済成長率（％）
寄与度（％）
労働・
lT資本ストック
1T以外の資本ストック
タイムトレンド
1981－84年
3．005178
0．18297
1．176452
01297214
0．726302
100
6．975355
39．14751
8．094332
68I58262
1985－1989年
4．585978
0．508119
1．670502
0．566664
0．259947
100
10．16008
36．42629
10．86837
8．838832
1990－94年
2．758015
0．261716
0．985548
0．239059
0I147372
100
12．40457
35．73396
．708152
9．725845
1995－1999年
4．816593
0．501615
2．251941
0．274129
0．103255
100
20．73351
46．75382
3．868295
3．556443
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　まず米国についてであるが、そのソロー残差は図表4．1に示されており、とりわけ90年代後
半に顕著な上昇が見られているわけではないことがわかる。1995－99年の平均上昇率は
0．00863％で、80年代後半（0．023527％）や90年代前半（0．012233％）に比べても非常に低い
伸びに終わっている。また各投入物の伸び率と寄与率から計算される寄与度は図表4．2に示さ
れている通り、たしかにIT資本が90年代後半に入って経済成長に大きく貢献したことがわか
る。IT以外の資本の貢献と比べてもその大きさが確認できる。
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図表4．4各投入要素の経済成長に対する平均寄与率及び平均寄与度（日本）
1981－84年　　1985－1989年　　1990－94年　　1995－1999年
経済成長率（％）
寄与率（％ポイント）
労働
1丁資本ストック
lT以外の資本ストック
経済成長率（％）
寄与度（％）
労働
1丁資本ストック
lT以外の資本ストック
3．024375　　　　　4．718346
－0．34853　　　　　＿0．3016
1．428414　　　　　1．340087
2．440577　　　　3．562956
　100
－11．524
47．23003
80．69691
　100
－6．39203
28．40161
75．51281
2．158398
0．250408
．614542
1．33203
　100
11．60159
28．47213
61．71385
1．299306
0．196751
0I874732
1．322206
　100
15．14275
67．32305
101．7625
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　次に日本についてであるが、図表4．3を見る限りはソロー残差にはほとんど大きな変化は見
られない。ただ、80年代に低下していた（一0．292103％）ものが90年代に入って上昇してい
る点（O．1427069％）は注目に価する。ただし、IT資本ストックの寄与度は大きいものの、IT
以外の資本ストックのそれに比べて小さいことが図表4．4からわかる。これは弾性値の差に帰
因するものである。日本経済のIT化が進展し、弾性値が上昇してきたときに初めて日本経済
はIT革新の恩恵に浴することができるのであろう。逆に言えば、企業の積極的なIT投資が非
効率に終わっている可能性があり、IT組織の中にどのように取り入れていくかが今後の取り
組むべき課題として現れているのではないだろうか。
　以上まとめると、ソロー残差については90年代後半の米国では思ったほどの上昇が見られ
ておらず、日本はその逆であるという興味深い結果が得られた。ただし、労働生産性につい
ての分析が欠けているため、ここで「生産性パラドクス」についての結論を出すのは適切で
はないだろう。これについてはあらためて検討する必要があろう。
　また日本経済については労働投入の符号条件がみたされなかったり、タイムトレンドが有
意でなかったりするなど、推定上の問題も見られた。日本は米国に比べ、特にIT関連の統計
整備が遅れている。このあたりも含め、新SNA基準のデータがより多くなったときに興味深
い結果が得られるものと思われる。
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